
１．2006年2月期の業績（2005年2月21日～2006年2月20日） 

  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   187円56銭 

  ※上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含 
 んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
 なお、上記予想に関する事項は添付資料の10ページを参照して下さい。 

2006年２月期 個別財務諸表の概要 

2006年４月５日

上場会社名 イオンモール株式会社 上場取引所 東証市場第１部 

コード番号 ８９０５ 本社所在都道府県 千葉県 

(URL http://www.aeon-mall.net/) 

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 川戸 義晴 

問合せ先責任者 役職名 取締役経営企画部長 氏名 三浦 政次 ＴＥＬ  （043）212－6733 

決算取締役会開催日 2006年４月５日 中間配当制度の有無 有 

配当支払開始予定日 －年－月－日 定時株主総会開催日 2006年５月18日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 100株）     

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 営業収益 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2006年2月期 53,200 23.6 18,092 24.7 17,069 26.8 

2005年2月期 43,052 20.9 14,503 31.1 13,461 35.7 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

営業収益 

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2006年2月期 10,235 32.8 169 77 ― ― 23.3 8.8 32.1 

2005年2月期 7,707 40.7 255 43 ― ― 21.7 7.6 31.3 

（注）①期中平均株式数 2006年2月期 60,002,686株 2005年2月期 30,001,751株

②会計処理の方法の変更 有 

③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 
１株当たり年間配当金 配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率  中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2006年2月期 25 00 ― ― 25 00 1,499 14.7 3.1 

2005年2月期 30 00 ― ― 30 00 900 11.7 2.3 

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

2006年2月期 199,655 48,678 24.4 810 46 

2005年2月期 188,739 39,052 20.7 1,300 23 

（注）①期末発行済株式数 2006年2月期 60,002,590株 2005年2月期 30,001,398株

②期末自己株式数 2006年2月期 8,642株 2005年2月期 4,218株

２．2007年2月期の業績予想（2006年2月21日～2007年2月20日）  

 営業収益 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

中間 期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 28,400  8,400  5,000  ―  ―  ― 

通 期 61,100  19,100  11,300  ― 25 00 25 00 

- 1 -



５．個別財務諸表等 
(1）貸借対照表 

  
前事業年度 

（2005年２月20日） 
当事業年度 

（2006年２月20日） 
対前年比

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

増減
(百万円)

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   4,532   9,636  

２．営業未収入金   1,533   1,690  

３．貯蔵品   33   19  

４．前払費用   237   217  

５．繰延税金資産   316   435  

６．未収入金   2,592   3,337  

７．１年以内回収予定の
差入保証金 

  127   144  

８．その他   1,118   670  

貸倒引当金   △6   △1  

流動資産合計   10,484 5.6  16,151 8.1 5,666

Ⅱ 固定資産        

(１) 有形固定資産 ※１       

１．建物  120,072   128,215   

減価償却累計額  △28,540 91,532  △33,244 94,970  

２．構築物  13,042   14,986   

減価償却累計額  △5,080 7,961  △5,982 9,003  

３．機械及び装置  200   296   

減価償却累計額  △124 76  △131 165  

４．車両及び運搬具  41   61   

減価償却累計額  △20 21  △26 35  

５．器具備品  5,768   6,694   

減価償却累計額  △3,082 2,685  △3,772 2,921  

６．土地   53,250   50,445  

７．建設仮勘定   2,510   2,217  

有形固定資産合計   158,037 83.7  159,760 80.0 1,722

(２) 無形固定資産        

１．営業権   160   120  

２．ソフトウェア   154   191  

３．施設利用権   454   565  

４．その他   7   7  

無形固定資産合計   776 0.4  884 0.4 107
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前事業年度 

（2005年２月20日） 
当事業年度 

（2006年２月20日） 
対前年比

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

増減
(百万円) 

(３) 投資その他の資産        

１．投資有価証券   2,082   2,845  

２．関係会社株式   140   140  

３．長期貸付金   338   248  

４．長期前払費用   3,059   3,755  

５．繰延税金資産   42   ―  

６．差入保証金 ※2,5  13,245   15,355  

７．前払年金費用   93   ―  

８．その他   478   525  

貸倒引当金   △39   △10  

投資その他の資産合
計 

  19,440 10.3  22,859 11.5 3,418

固定資産合計   178,254 94.4  183,504 91.9 5,249

資産合計   188,739 100.0  199,655 100.0 10,916

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．営業未払金   1,690   1,926  

２．短期借入金 ※１  1,655   1,655  

３．１年以内返済予定の
長期借入金 

※１  8,798   11,276  

４．未払金   427   850  

５．未払費用   402   378  

６．未払法人税等   3,317   4,449  

７．未払消費税等   ―   1,053  

８．専門店預り金   12,812   7,136  

９．預り金   2,134   2,345  

10．賞与引当金   50   69  

11．設備支払手形   13,024   9,501  

12．設備未払金   3,998   2,245  

13．１年以内返済予定の
預り保証金 

  1,193   1,408  

14．その他   33   56  

流動負債合計   49,537 26.2  44,352 22.2 △5,184
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前事業年度 

（2005年２月20日） 
当事業年度 

（2006年２月20日） 
対前年比

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

増減
(百万円)

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１  49,607   49,981  

２．繰延税金負債   ―   237  

３．退職給付引当金   ―   4  

４．役員退職慰労引当金   86   113  

５．預り保証金 ※1,5  50,150   55,936  

６．その他   305   351  

固定負債合計   100,149 53.1  106,623 53.4 6,474

負債合計   149,686 79.3  150,976 75.6 1,290

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  7,796 4.1  7,796 3.9 ―

Ⅱ 資本剰余金        

   資本準備金   7,165   7,165  

資本剰余金合計   7,165 3.8  7,165 3.6 ―

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金   530   530  

２．任意積立金        

(1)固定資産圧縮積立金  382   296   

(2)特別償却準備金  607   685   

(3)別途積立金  12,300 13,289  18,300 19,282  

３．当期未処分利益   9,617   12,916  

利益剰余金合計   23,437 12.4  32,729 16.4 9,291

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

  667 0.4  1,002 0.5 335

Ⅴ 自己株式 ※４  △13 △0.0  △14 △0.0 △0

資本合計   39,052 20.7  48,678 24.4 9,626

負債・資本合計   188,739 100.0  199,655 100.0 10,916
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(2）損益計算書 

  
前事業年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

対前年比

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

増減
(百万円)

Ⅰ 営業収益        

１．不動産賃貸収益 ※１ 41,362   51,378   

２．保険代理店手数料  1,689 43,052 100.0 1,821 53,200 100.0 10,148

Ⅱ 営業原価        

不動産賃貸収益原価   24,708 57.4  30,029 56.4 5,321

営業総利益   18,343 42.6  23,170 43.6 4,826

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．従業員給与及び賞与  1,378   1,439   

２．賞与引当金繰入額  34   43   

３．退職給付費用  102   116   

４．役員退職慰労引当金
繰入額 

 27   28   

５．法定福利・厚生費  265   286   

６．旅費交通費  346   356   

７．調査研究費  74   513   

８．賃借料  290   421   

９．事業所税・租税公課  65   192   

10．減価償却費  11   15   

11．支払手数料  234   307   

12．その他  1,008 3,840 8.9 1,354 5,077 9.5 1,237

営業利益   14,503 33.7  18,092 34.0 3,589

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  83   83   

２．受取配当金 ※１ 38   41   

３．受取退店違約金  91   178   

４．工事負担金受入  55   67   

５．その他  40 310 0.7 57 427 0.8 117
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前事業年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

対前年比

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

増減
(百万円)

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  1,271   1,174   

２．その他  80 1,352 3.1 275 1,450 2.7 98

経常利益   13,461 31.3  17,069 32.1 3,608

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ 136   123   

２．貸倒引当金戻入益   ―   27   

３．その他  4 141 0.3 19 170 0.3 28

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却及び売
却損 

※３ 168   83   

２．減損損失 ※４ ―   26   

３．退職給付制度の改定
に伴う損失 

※５ 107   ―   

４．その他  0 276 0.6 11 121 0.2 △154

税引前当期純利益   13,326 31.0  17,118 32.2 3,792

法人税、住民税及び
事業税 

 5,407   6,951   

法人税等調整額  211 5,619 13.1 △69 6,882 13.0 1,263

当期純利益   7,707 17.9  10,235 19.2 2,528

前期繰越利益   1,910   2,681  

当期未処分利益   9,617   12,916  
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不動産賃貸収益原価明細書 

 （注） ショッピングセンター事業に所属する従業員の人件費及び同事業に直接対応する経費を集計して、不動産賃貸

収益原価としております。 

(3）利益処分案 

  
前事業年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 人件費   1,419 5.7  1,730 5.8 

Ⅱ 経費        

１．設備管理費  3,484   4,403   

２．水道光熱費  1,254   1,667   

３．賃借料  7,905   9,463   

４．減価償却費  6,016   7,342   

５．その他  4,628 23,289 94.3 5,421 28,299 94.2 

不動産賃貸収益原価   24,708 100.0  30,029 100.0 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
2005年５月13日） 

当事業年度 
（株主総会承認予定日 

2006年５月18日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   9,617  12,916 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．固定資産圧縮積立金取
崩額 

 85  16  

２．特別償却準備金取崩額  129 214 178 195 

 合計   9,832  13,112 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  900  1,500  

  １株につき30円  

 １株につき25円 

(普通配当20円) 

  (特別配当5円) 

 

２．役員賞与金  44  48  

（うち取締役賞与金）  (  40)  (    45)  

（うち監査役賞与金）  (   3)  (   3)  

３．任意積立金      

(1)特別償却準備金  207  187  

(2)別途積立金  6,000 7,151 8,000 9,736 

Ⅳ 次期繰越利益   2,681  3,375 
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重要な会計方針 

項  目 
前事業年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1)子会社株式 

同    左 

 (2)その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

同    左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同    左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

貯 蔵 品 

最終仕入原価法による原価法 

貯 蔵 品 

同    左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

経済的耐用年数に基づく定額法 

各資産別の経済的耐用年数として以

下の年数を採用しております。 

建  物 ３年～39年 

構 築 物 ５年～39年 

器具備品 ２年～20年 

(1)有形固定資産 

同    左 

 (2)無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(2)無形固定資産 

同    左 

 (3)長期前払費用 

契約期間等による均等償却 

(3)長期前払費用 

同    左 

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用として処理しており

ます。 

新株発行費 

      同    左 

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

営業未収入金等の債権の貸倒れによ

る損失に備え、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1)貸倒引当金 

同    左 

 (2)賞与引当金 

従業員及びフレックス社員（パート

タイマー）に支給する賞与に備え、支

給見込額のうち当事業年度に負担すべ

き金額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

同    左 
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項  目 
前事業年度 

（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

 (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、計上しておりま

す。なお、数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（10年）による定額法に

より翌事業年度から費用処理しており

ます。 

(3)退職給付引当金 

同    左 

 (4)役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に備

え、内規に基づく期末要支給額の全額

を計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 

同    左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同    左 

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によってお

ります。また、特例処理の要件を満たす

金利スワップについては特例処理によっ

ております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同    左 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 金利スワップ・・・借入金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同    左 

  (3)ヘッジ方針 

 金利スワップは金利変動リスクを回避

する目的で行なっております。 

(3)ヘッジ方針 

同    左 

  (4)ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動またはキャッシュ・フロー

変動の累計を比較し、両者の変動額を基

礎にして判断しております。ただし、特

例処理によっている金利スワップについ

ては有効性の評価を省略しております。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

同    左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ており、控除対象外消費税等は、当事業

年度の費用として処理しております。 

消費税等の会計処理 

同    左 
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会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

          ────────    (固定資産の減損に係る会計基準) 

  「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）が2004年３月31日以降に終了する事

業年度に係る財務諸表から適用できることになったこと

に伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これにより税引前当期純利益は26百万

円減少しております 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

前事業年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

（貸借対照表） 

従来、無形固定資産として表示していたソフトウェ

ア及び施設利用権については当事業年度より区分掲記

しております。 

 なお、前事業年度の「ソフトウェア」は145百万円、

「施設利用権」は160百万円であります。 

（貸借対照表） 

────────  

（損益計算書） 

「工事負担金受入」は前事業年度にて営業外収益の

「その他」に表示しておりましたが、当事業年度にお

いて、営業外収益の100分の10を超えたため区分掲記い

たしました。 

 なお、前事業年度の「工事負担金受入」は30百万円

であります。 

（損益計算書） 

 「貸倒引当金戻入益」は前事業年度にて特別利益の

「その他」に表示しておりましたが、当事業年度におい

て、特別利益の100分の10を超えたため区分掲記いたし

ました。なお、前事業年度の「貸倒引当金戻入益」は４

百万円であります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（2005年２月20日） 

当事業年度 
（2006年２月20日） 

※１．担保に供している資産及び対応する債務 ※１．担保に供している資産及び対応する債務 

（担保に供している資産）   

建物 60,853百万円 

土地 37,412 

計 98,265 

（対応する債務）   

短期借入金 1,655百万円 

１年以内返済予定の長期借入金 7,515 

長期借入金 37,276 

預り保証金 14,146 

計 60,594 

（担保に供している資産）   

建物 73,185百万円 

土地 41,977 

計 115,163 

（対応する債務）   

短期借入金 1,655百万円 

１年以内返済予定の長期借入金 9,153 

長期借入金 35,993 

預り保証金 16,010 

計 62,812 

上記のうち、関係会社の金融機関からの借入債務の

担保に供している資産 

上記のうち、関係会社の金融機関からの借入債務の

担保に供している資産 

（担保に供している資産）   

土地 364百万円 

（対応する関係会社の債務)   

１年内返済予定の長期借入金 263百万円 

長期借入金 1,868百万円 

（担保に供している資産）   

土地 364百万円 

（対応する関係会社の債務)   

１年以内返済予定の長期借入金 263百万円 

長期借入金 1,604百万円 

  

※２．差入保証金 

当社は、建設協力金により建設された店舗の賃借

に係る差入保証金につき、店舗賃貸借契約の一部で

ある金銭消費貸借契約条項に基づく返還請求権を特

別目的会社であるジェイ・ワンアセッツコーポレー

ションに売却しております。 

当該取引に伴い会計上売却処理した差入保証金

（当事業年度末未償還残高4,567百万円）について

は、原債務者が支払不能等に陥った場合等の特定の

事由が発生した場合、返還請求権をイオン株式会社

に売り渡す選択権が付与されております。なお、選

択権行使によりイオン株式会社が返還請求権を買い

取った場合には、同社は当該返還請求権を当社に売

り渡す選択権を有しております。また、ジェイ・ワ

ンアセッツコーポレーションが選択権を行使した場

合に解約することとなるヘッジ目的の金利スワップ

契約の解約損益はイオン株式会社に帰属しますが、

イオン株式会社が買い取った返還請求権を当社に売

り渡す選択権を行使した場合には、当該解約損益は

当社に帰属することとなります。 

なお、当事業年度末現在の当該金利スワップ契約

の時価評価差損の総額は236百万円であります。 

※２．差入保証金 

当社は、建設協力金により建設された店舗の賃借

に係る差入保証金につき、店舗賃貸借契約の一部で

ある金銭消費貸借契約条項に基づく返還請求権を特

別目的会社であるジェイ・ワンアセッツコーポレー

ションに売却しております。 

当該取引に伴い会計上売却処理した差入保証金

（当事業年度末未償還残高3,946百万円）について

は、原債務者が支払不能等に陥った場合等の特定の

事由が発生した場合、返還請求権をイオン株式会社

に売り渡す選択権が付与されております。なお、選

択権行使によりイオン株式会社が返還請求権を買い

取った場合には、同社は当該返還請求権を当社に売

り渡す選択権を有しております。また、ジェイ・ワ

ンアセッツコーポレーションが選択権を行使した場

合に解約することとなるヘッジ目的の金利スワップ

契約の解約損益はイオン株式会社に帰属しますが、

イオン株式会社が買い取った返還請求権を当社に売

り渡す選択権を行使した場合には、当該解約損益は

当社に帰属することとなります。 

なお、当事業年度末現在の当該金利スワップ契約

の時価評価差損の総額は170百万円であります。 

※３．授権株式数     普通株式 80,000,000株 

発行済株式総数   普通株式 30,005,616株 

※３．授権株式数     普通株式 80,000,000株 

発行済株式総数   普通株式 60,011,232株 

※４．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式4,218株

であります。 

※４．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式8,642 

株であります。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（2005年２月20日） 

当事業年度 
（2006年２月20日） 

※５．関係会社項目 ※５．関係会社項目 

 区分掲記されたもの以外の関係会社に対する資

産・負債は次のとおりであります。 

 区分掲記されたもの以外の関係会社に対する資

産・負債は次のとおりであります。 

固定資産    

差入保証金 2,565百万円 

固定負債    

預り保証金 14,082百万円 

固定資産    

差入保証金 2,444百万円 

固定負債    

預り保証金 13,449百万円 

 ６．偶発債務  ６．偶発債務 

関係会社の金融機関からの借入金に対して経営指

導念書を差入れております。 

関係会社の金融機関からの借入金に対して経営指

導念書を差入れております。 

下田タウン㈱ 1,704百万円 下田タウン㈱ 1,512百万円 

 ７．配当制限 

商法施行規則第124条第３号の規定により、配当に

充当することが制限されている金額は667百万円であ

ります。 

 ７．配当制限 

商法施行規則第124条第３号の規定により、配当に

充当することが制限されている金額は1,002百万円で

あります。 

前事業年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

※１．関係会社との取引高 ※１．関係会社との取引高 

関係会社との取引高に係るものが次のとおり含ま

れております。 

関係会社との取引高に係るものが次のとおり含ま

れております。 

※２. 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

不動産賃貸収益 8,068百万円 

受取配当金 14百万円 

土地売却益 97百万円 

器具備品等売却益 38 

計 136 

※２. 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

不動産賃貸収益 8,880百万円 

受取配当金 14百万円 

土地売却益 51百万円 

建物売却益 72  

その他 0 

計 123 

※３．固定資産除却及び売却損の内訳 ※３．固定資産除却及び売却損の内訳 

建物除却損 153百万円 

構築物除却損 8 

その他除却損 6 

土地売却損 0 

計 168 

建物除却損 55百万円 

構築物除却損 14 

その他除却損 11 

その他売却損 2 

計 83 
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前事業年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

※４．       ────────   ※４．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。 

  当社は、ＳＣ事業における店舗を最小単位として

グルーピングを行なっております。なお、遊休資産

については、当該資産を独立したグルーピングとい

たしております。 

 上記の資産グループは、地価の著しい下落によ

り、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、不動産鑑定士による評価額を基礎としてお

ります。 

用途 種類 場所 損失額 

遊休資産 土地 福島県 26百万円 

※５．「退職給付制度の改定に伴う損失」は、厚生年金

基金から企業年金基金へ制度を移行した後、企業

年金基金の積立金の一部を確定拠出年金制度へ移

換したこと等に伴い発生した損失であります。 

※５．       ────────   

- 13 -



① リース取引関係 

② 有価証券関係 

 前事業年度（自2004年２月21日 至2005年２月20日）及び当事業年度（自2005年２月21日 至2006年２月20日）

における子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

（借主側） （借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 1,777 775 1,002 

車両及び運搬
具 

39 20 19 

器具備品 1,370 685 685 

合計 3,188 1,481 1,706 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 1,777 956 821 

車両及び運搬
具 

36 23 12 

器具備品 1,456 799 656 

合計 3,269 1,779 1,490 

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 419百万円 

１年超 1,390 

 合計 1,809 

１年内 413百万円 

１年超 1,155 

 合計 1,568 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 488百万円 

減価償却費相当額 430百万円 

支払利息相当額 66百万円 

支払リース料 512百万円 

減価償却費相当額 448百万円 

支払利息相当額 58百万円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同    左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 2,221百万円 

１年超 24,218 

 合計 26,439 

１年内 4,106百万円 

１年超 46,306 

 合計 50,412 
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③ 税効果会計関係 

前事業年度 
（2005年２月20日） 

当事業年度 
（2006年２月20日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1) 流動の部 (1) 流動の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

未払事業税等 291 百万円

その他 25 

繰延税金資産合計 316 

未払事業税等 296 百万円

その他 138 

繰延税金資産合計 435 

(2) 固定の部 (2) 固定の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

有形固定資産 971 百万円

長期前払費用 141 

貸倒引当金 15 

その他 79 

繰延税金資産合計 1,207 

有形固定資産 841 百万円

長期前払費用 164 

その他 107 

繰延税金資産合計 1,114 

繰延税金負債 繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 202 百万円

特別償却準備金 468 

その他有価証券評価差額金 456 

その他 37 

繰延税金負債合計 1,165 

繰延税金資産の純額 42 

固定資産圧縮積立金 191 百万円

特別償却準備金 474 

その他有価証券評価差額金 685 

繰延税金負債合計 1,351 

繰延税金負債の純額 237 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

 法定実効税率42.0％と税効果会計適用後の法人税

等の負担率42.2％の差異は僅少なため記載を省略し

ております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

 法定実効税率40.6％と税効果会計適用後の法人税

等の負担率40.2％の差異は僅少なため記載を省略し

ております。 
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（１株当たり情報） 

     （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

１株当たり純資産額 1,300.23円 

１株当たり当期純利益 255.43円 

１株当たり純資産額 810.46円 

１株当たり当期純利益 169.77円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 当社は、2005年４月11日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。当該株式が前期首に行われた

と仮定した場合の前事業年度における１株当たり情報に

ついては、以下のとおりです。 

 １株当たり純資産額 650.11円 

１株当たり当期純利益 127.72円 

 
前事業年度 

(自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日) 

当事業年度 
(自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日) 

当期純利益（百万円） 7,707 10,235 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 44 48 

（うち利益処分による役員賞与金） (44) (48) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 7,663 10,186 

期中平均株式数（株） 30,001,751 60,002,686 

前事業年度 
（自 2004年２月21日 
至 2005年２月20日） 

当事業年度 
（自 2005年２月21日 
至 2006年２月20日） 

 2004年12月15日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように株式分割による新株を発行しております。 

１.2005年４月11日付をもって普通株式１株を２株に分割

する。 

(1) 分割により増加する株式数 

普通株式  30,005,616株 

(2) 分割方法 

 2005年２月20日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載または記録された株主の所有株式数を、

１株につき２株の割合をもって分割いたします。 

(3) 配当起算日 

2005年２月21日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における１株当たり情報及び当期首に行われた

と仮定した場合の当事業年度における１株当たり情報

は、それぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

533円18銭 

１株当たり純資産額 

650円11銭 

１株当たり当期純利益 

92円77銭 

１株当たり当期純利益 

127円72銭 

  ────────  
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